
 

県内市町村における包括的な支援体制の構築に向けた取組について 

 

○ 地域共生社会の実現に向け、社会福祉法では、地域住民が抱える複雑化・複合化した支

援ニーズに対応する包括的な支援体制を整備していくことを市町村の努力義務とし、その

ための施策の一つとして、令和２年の法規制で重層的支援体制整備事業が創設されました。 

○ 重層事業の実施は任意とされていますが、地域共生社会の実現を図っていくうえで有効

な取組であることから、県としては、いわて県民計画の第２期政策推進プランに実施市町

村の拡大に向けた支援を盛り込んでいます。 

○ このため、県では、別紙のとおり、研修会の開催やアドバイザーの派遣等によるノウハ

ウ面での支援のほか、地域福祉における専門人材として事業の中核を担うことが期待され

るコミュニティソーシャルワーカーの養成などにより市町村の取組を支援しています。 

○ 本県では、令和７年度までに９市町（盛岡市、宮古市、北上市、遠野市、釜石市、奥州

市、滝沢市、矢巾町、岩泉町）が重層事業を実施しています。 

【重層事業の実施状況】（令和７年５～７月調査結果） 

令和７年度 
実施 

令和８年度から 
の実施検討 

時期未定 
現時点で 

実施予定なし 

９市町村 ３市町村 ９市町村 12 市町村 

○ 現時点において実施予定がない市町村からは、実施しない理由として、「既存の事業によ

り関係機関等との連携が図られており、重層事業を実施する必要がない」、「事業を実施す

る人員が不足」と回答した自治体が町村を中心に一定数ありました。 

【実施が難しい理由】（令和７年５～７月調査結果、回答数：11市町村） 

・ 既存の事業により関係機関等との連携が図られており、重層事業を実施する必要がない。（７市町

村） 

・ 事業を実施する人員が不足（２町村） 

  ・ その他（既存事業を検討中など）（２町村） 

 

○ 一方で、改正法施行から５年目を迎え、現在、国は、重層事業を含めた、包括的な支援体

制の整備の今後の在り方を検討しており、下記のとおり見直しが行われる見込みです。 

このため、県としては、国の見直しの議論を注視し、市町村に対し、新しい特例制度の創

設等の必要な情報提供を行うとともに、重層事業を実施する市町村に対しては、事業実施

の質の向上を図るなど、引き続き、包括的な支援体制の構築の推進に向け市町村の支援を

行う必要があります。 

【国の見直し案の概要】（「地域共生社会の在り方検討会議 中間取りまとめ」（R７.５.28）） 

  ・ 2040 年に向けて、全ての市町村において、包括的な支援体制が整備されることを目指す。 

  ・ 重層事業のほかに、過疎地域等における柔軟な仕組みにより包括的な相談支援や地域づくり

を構築する方法等の新しいアプローチ（特例制度の創設）等を検討する。 

  ・ 重層事業については、質の向上に向け、単なる体制整備（人件費補助）から、機能面・取組

面（実績）を総合評価する仕組みへと見直していく。 
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